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世界人権宣言や国際人権規約 (自由権規約 [B 規約 ]、日本国憲法から、知る権利は、情報
を求め、入手し、利用し、自分の意見を表明する権利である。アクセス権、意見表明権、
表現の自由、言論の自由が充足されて初めて知る権利が保障される。日本国憲法では、憲




公民権法や障害のあるアメリカ人法 (ADA 法 )の中にある、非差別、平等、合理的便宜供
与の法理が、障害者権利条約に引き継がれている。また、障害者権利条約第 21 条にはすべ
ての障害者に対して、表現の自由及び言論の自由から派生する知る権利が規定されている。 











を必要とする障害者を含む )と規定されている。  
加えて、スウェーデンの、一般の情報提供の方法では理解が難しい人々を対象とした、
国の文科省の下部組織、MTM 機関 (Myndigheten för tillgängliga medier=アクセシブルメ
ディア機関 )の役割及び LL 協会=やさしく読める図書センター (Centrum för Lättläst)の知
る権利の保障の活動を参考にした。LL とは、スウェーデン語の「Lättläst」の略で、英語






















































































































































第Ⅱ章  研究の目的   
 知る権利の構成要素と保障制度の構築  




第Ⅲ章  情報バリアを感じる人々のための、知る権利の構成要素の研究  




(2)国際人権規約 [B 規約 ]における障害者の位置づけと知る権利について  
(3)日本国憲法における知る権利の要素  
(4)「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」 (an act to  
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establish a comprehensive prohibition on the basis of disability)=ADA(Americans 
With Disabilities Act of 1990 )に於ける知る権利の要素  





(8)スウェーデンでの MTM (Myndigheten för tillgängliga medier)機関の取り組みに
見られる知る権利の内容   
 1)スウェーデン憲法  















(2)対象者  1)調査 1  2)調査 2 
(3)調査における倫理的配慮  
(4)調査時期   
(5)調査方法  1)調査 1 の方法   2)調査 2 の方法  
(6)調査内容  1)調査 1 の質問内容  2)の質問内容  
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 (7)調査用紙  1)調査用紙 1   2)調査用紙 2 





 (10)LL 版「生活保護のてびき」  
2 調査 1 の結果 (面談による調査 )……91 
(1)調査結果  
(2)調査結果の特徴  
 1)制度の理解について  
 2)制度利用について  
 3)自責の念について  
 4)スティグマについて  
 5)社会に対する意見について  
3 調査 2 の結果 (集団でのアンケート調査 )……112 
(1)調査結果  
 (2)調査結果の特徴  
 1)制度理解について  
 2)制度利用の意識について  
 3)自責の念について  
 4)スティグマについて  
 5)社会に対する意見について  
4 アンケート調査についての考察……136 
(1)全体のまとめ  










第Ⅴ章  まとめ…… 142 










 政策の提言  































































際人権規約 [B 規約 ]、日本国憲法、アメリカの公民権法及び障害にもとづく差別の明確で
包括的な禁止を設定する法律 (an act to establish a comprehensive prohibition on the 
basis of disability)=ADA(Americans With Disabilities Act of 1990 )、イギリス意思能
力法 (Mental Capacity Act 2005=MCA)、障害者の権利に関する条約、意思決定支援ガイ

















ADA 法の成立に結び付いた。公民権法と ADA 法には非差別、平等の法理が貫かれており
障害者権利条約にも影響を与えた法理として重要だと考えたからである。  
また、MCA 法を参考にした理由は、日弁連が早くから注目し弁護士がイギリス研修で






















第Ⅰ章  研究の背景  

















































平成 27 年度障害者白書 (内閣府 2016:ホームページ )によると平成 23 年の知的障害者の人
口は 74 万 1 千人となっている。身体障害者は 393 万 7 千人、精神障害者は 320 万 1 千人




上の高齢者人口は平成 27 年で 1002 万人である (総務省 2015:ホームページ )。平成 27 年の総
在留外国人は 268 万 8 千人で (法務省 2015:ホームページ )、この人数には短期観光や日本語
の堪能な高度専門職者なども含まれている。上記の障害者、高齢者、外国人を合計すると




















































3 わかりやすい情報提供に関する取り組み  
スウェーデンでは、1968 年にスウェーデン教育省の取り組みとして LL ブックの出版が
始まった。筆者は 2008 年に、LL(Lättläst)協会＝やさしく読める図書センター (Centrum 
för Lättläst)に訪問した。LL 協会は 1987 年に設立され、「やさしく読める」事を必要とし
ている人達に対して 5 つの事業を行っていた。その内容は、①８SIDOR(8 ページ )新聞の
発行、②やさしく読める本の出版、③やさしく読める本に関する広報やマーケティング、
④企業・官庁からの受託制作や、研修事業  ⑤朗読代理サービス  であった。毎年、30 冊
の LL ブックを出版し、2008 年までに 800 冊を出版していた (Tronbacke2009:24-30)。2017
年 9 月現在で LL ブックの出版は 1000 冊に達している。8SIDOR 新聞は、図書館、学校、
外国人学校が購読していた。毎週の発行部数 12000 部であった。また、毎日ウエブサイト









関の機能については第 4 章 3 項 (h)で記述する。わかりやすい文章作成のガイドラインは、
LL 協会のブロール・トロン・バッケ元会長が IFLA＝国際図書館連盟 (International 
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Federation of Library Associations and Institutions  以降は IFLA と記す )ガイドライ
ンを作成している (Tronbacke2009:36-49)。  
1990 年代になり、全日本手をつなぐ育成会が LL 協会の活動を参考にして、知的障害者
むけの読みやすくわかりやすい本の出版を開始した (茶谷 2009:124-126)。1996 年には知的
障害者向けの新聞「ステージ」が創刊された (野沢 2009:216-235)。知的障害者が編集会議に





筆者はスウェーデンの LL ブックに習い、2006 年に LL ブック「ひろみとまゆこの 2 人







し、図書館に「LL ブックコーナー」を設置するところもあり、また LL 版「図書館のしお
り」を活用する取組が進んでいる。近畿視情協のその他の活動として、LL ブックリス
ト、マルチメディア DAISY 図書リストの作製と公開、一般書からわかりやすい本を探す
ための調査、LL ブックに関する研修会や展示会などを行ってきた。  






2016 年 1 月に全国手をつなぐ育成会連合会本人活動委員会より発行された「わかりや
すい情報提供ガイドライン」 (育成会 2016:ホームページ )は、近畿視覚障害者情報サービス研
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究協議会 LL ブック特別研究グループとして筆者らが障害者とともに参加し LL 版「公共図
書館の利用案内」を作製した経験からまとめられたものである。  










ISAAC でポスター発表をした (小林 2012:38)。  
弘前大学人文学社会言語研究室が「やさしい日本語」作成のためのガイドラインを
2011 年に作成された。これは、日本で生活を行う外国人のための災害時の情提供を目的
としたガイドラインである。2013 年 3 月に増補版が公表されている (弘前大学 2013:ホーム
ページ )。  
教科書バリアフリー法の策定に基づき、マルチメディ DAISY 図書の普及も進んでいる。
一部の自治体で知的障害者向けの文章作成の取り組みや、NPO 法人 Nady(奈良デイジー )
などの市民団体の自主的な活動によって LD＝読み書き障害がある人々のために、DAISY




年開所 )、特別養護老人ホームかんなびのさと (2008 年開所 )、障害者施設こんごう (2016 年
開所 )等に絵記号の施設表示などを提案し採用させてきた。部屋ごとの表示、部屋の色分け
による足元表示、エリアごとの色分け、絵記号の大きさ、表示の高さなどの研究を行い実





で報告してきた (小林 2005:11-18)。  





発表した (小林 2017:47)。  
 
4 用語の定義  
(1)知る権利  
 第 3 章第 3 項に知る権利について詳しく述べているためこの項では、日本国憲法上知る
権利の基本的な立ち位置を中心に記述する。  
憲法第 21 条 1 項は「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由」を保障する。
その表現行為が意味をなすためには情報の送り手と受け手がなければならないことを根拠
に、憲法 21 条が保障する権利の権利主体を情報の送り手だけでなく、情報の受け手にも




いる (奥平 1979:28-29)。また、奥平は、知る権利は憲法第 13 条の幸福追求の権利の一環で
















障害者基本法の対象者は、第 2 条一障害者、として、「身体障害、知的障害、精神障害 (発
















































3-(4) (p.35-38)で詳しく記述した内容である。  
  
第Ⅱ章  研究の目的   
知る権利の構成要素と保障制度の構築  






















そのために、世界人権宣言、国際人権規約 [B 規約 ]、公民権法 (Civil Right Act)と障害の
あるアメリカ人法＝「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」(an act 
toestablish a comprehensive prohibition on the basis of disability)、略称で ADA 
(Americans With Disabilities Act of 1990 )、 2005 年イギリス意思能力法 (Mental 
Capacity Act 2005=MCA)3に関する法律の中から、知る権利の法理を抽出する。  








                                              
3 イングランド・ウェールズ地方の 16 歳以上すべての人に適応される。2016 年に北アイルランド地




















































約 ]、憲法 21 条の表現の自由から派生する知る権利が根拠となる。また、憲法第 25 条の
「健康で文化的な最低限度の生活」及び、憲法第 13 条の幸福に生きる権利も基盤にある。
















第Ⅲ章  情報バリアを感じる人々のための、知る権利の構成要素の研究    
1 研究の目的  
第Ⅲ章では、各国の知る権利に関する法律の法理と構成要素を抽出し知る権利の構成要
素の概念をまとめた。また、知る権利の対象者を明確にした。  
 障害者権利条約は 2006 年に策定され、日本では障害者差別解消法等の策定を経て








方を Civil Rights Model(公民権あるいは人権モデル )とういう。」としている。このた
め、法学上からの解釈では、公民権モデル (Civil Rights Model)、人権モデル (Rights 




利の構成要素を抽出しまとめる。特に、世界人権宣言、国際人権規約 [B 規約 ]、公民権法
(Civil Right Act)と「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」 (an act 
to establish a comprehensive prohibition on the basis of disability ) 略称で
ADA(Americans With Disabilities Act of 1990  ) 2005 年イギリス意思能力法 (Mental 
Capacity Act 2005＝MCA)等における障害者等の立ち位置と知る権利について検討す
る。  










2 研究の方法  
世界人権宣言や国際人権規約 [B 規約 ]などに規定されている基本的人権や、各国の障害
者差別禁止法の中の積極的な法理が引き継がれ、障害者権利条約に反映されている。特
に、世界人権宣言、国際人権規約 [B 規約 ]]、公民権法 (Civil Right Act)、「障害にもと
づく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」 (an act to establish a comprehensive 
prohibition on the basis of disability)＝ADA(Americans With Disabilities Act of 
1990 )、イギリスの障害者差別禁止法 (Disability Discrimination Act=DDA)と意思能力法
(Mental Capacity Act 2005＝MCA)等の積極的な部分が反映されていると考えている。  
世界人権宣言では「人はすべて基本的人権がある」と普遍的な理念が示され、この差別
禁止条項は国際人権規約 [B 規約 ]の差別禁止条項の策定につながっている。これら二つの










公民権の法理について検討する必要があると考えている。   
ADA 法は「資格のある障害者」と限定しているものの、それらの法理は優れたもので







の 43 か国以上ある差別禁止法の中から海外レポート (日弁連 2002:1-119)として米国東海岸
調査では主に ADA 法、イギリスの報告として DDA 法が書かれている。また、2005 年の











構成概念をまとめる方法として、世界人権宣言、国際人権規約 [B 規約 ]、日本国憲法、 (4
公民権法 (Civil Right Act)と「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法
律」 (an act to establish a comprehensive prohibition on the basis of disability )＝
ADA(Americans With Disabilities Act of 1990  ) DDA 法及び 2005 年イギリス意思能
力法 (Mental Capacity Act 2005=MCA)及び、障害者権利条約の中で知る権利に関係する
各条項を検討し、知る権利に関する法理を抽出する。  
また、権利条約の意思決定支援の規定を受けて、2016 年 3 月に厚生労働省がイギリス
の意思決定能力法 (MCA)を参考に、「意思決定ガイドライン」を作成した (厚労省 2016:ホーム
ページ )。そのため、厚生労働省が毎年行うサービス管理責任者国研修に見られる「意思決
定支援ガイドライン」に触れる。  






3 各国の法律の検討  
(1)世界人権宣言における障害者の位置づけと知る権利について  
世界人権宣言の中の障害者の位置づけ及び知る権利について関係の条項を検討する。世













Everyone has the right to freedom of opinion and expression; this right includes  
freedom to hold opinions without interference and to seek,receive and impart  



























(2)国際人権規約 [B 規約 ]における障害者の位置づけと知る権利について  
まず、国連人権規約 [自由権規約 (B 規約 )]における知る権利及び障害者に関する条項  
を検討する。市民的及び政治的権利に関する国際規約 [自由権規約 (B 規約 )]は、社会権規
約 (A 規約 )とともに国連での世界人権宣言を具体化されたものとして 1966 年に国連で採
択された。日本は 1979 年に批准し、日本国憲法第 98 条において、批准した条約は誠実














次に、国際規約 [自由権規約 (B 規約 )における知る権利に関する規定について検討す





Everyone shall have the right to freedom of expression; this right shall include 
freedom to seek,receive and impart information and ideas of all kinds ,regardless of 
frontiers,either orally,in writing or in print,in the form of art,or through any other 




世界人権宣言よりもさらに明確に、知る権利を打ちだしている。「this right shall 
include freedom to seek」は、「この権利は、探し求める自由を含みます。」と、自分
からありとあらゆる情報を入手する権利、すなわち知る権利であるアクセス権の保障をし





この国際人権規約 [B 規約 ]において、障害者権利条約に規定された情報入手の方法につ
いて意思決定ができるだけの様々な情報提供の方法による情報提供の必要性を、すでに言
及されている。  
国際人権規約 [B 規約 ]を真の自由と平等を確保し実効あるものにしていくために、国際
自由権規約第 28 条に基づく人権委員会が設置され締結国の報告義務が課され活動してい
る。  

















 国民主権の原理や憲法第 21 条の表現の自由等の基本的人権の保護規定から、知る権利
が備わっているというのが通説である (初宿 2008:377-379)。奥平 (1979:9,28-29)によれば、
知る権利とは、国政に関する情報がふんだんに与えられていなければならないし、自由で
豊かな情報の流れの確保が重要であると述べている。憲法第 21 条の判例では、表現の自
由「いいたいことをいわせる自由」 (最大決昭和 44・11・26 )があり、表現の自由とアク
セスする権利により、初めて知る権利が充足できるとしている。  
知的・文化的な欲求を充足させるための知る権利は、第 13 条幸福追求権の中軸にあ




















てみた (1974)。 [access]の説明書きの 2ａでは、次のように書いている。  
Permission,liberty,or ability to enter,approach,communicate with,or pass to and from 
「中に入り、到達し、やり取りし、通過する、許可、自由、または能力」となる。  
また、奥平が紹介している 2b の英文は次の通りである。  
Freedom or ability to obtain or make use of:  






知る権利と分かちがたく結びつき一心同体となっている』 (奥平 1979:9)としている。                             
奥平は、国民にとって本当に重要である「情報」が不足している状況もあることも指摘
している。中でも特に重要なのは政府情報にアクセスする自由が重要であるとしている。  






(4)「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」 (an act to establish a  
comprehensive prohibition on the basis of disability ) ＝ ADA(Americans With 
Disabilities Act of 1990 )における知る権利の要素  
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きた重要な法理である。3 つの法理は次の通りである。  
「ⓐ黒人と白人の雇用上の取り扱いを区別するような「異別な取り扱い」を禁止する法理  
(連邦最高裁判所判決  McDonnell Douglas Corp.vs .Green 411 U.S.792 1973) 
ⓑ結果において黒人にとり著しく不利になるような雇用上の取り扱いの実施に対して、厳
しい規制を加える「間接的な差別」を禁止する法理  
(連邦最高裁判所判決  Griggs vs. Duke Power Co.401 U.S. 424 1971 ) 
ⓒ特定の宗教を信仰するものに対する勤務時間の変更などの「便宜供与」を求める法理
(Trans World Air Lines Inc. vs. Hadison 432 U.S.63 1977)」 (関川 1999:275) 
この様に、「異別な取扱い」は「直接差別の禁止」として、また「間接差別の禁止」、
「便宜供与」は「合理的配慮義務」として ADA 法、日本語で「 1990 年障害をもつアメ
リカ人法」に引き継がれた。この法律は 1964 年公民権法と 1973 年リハビリテーション
法 504 条などの影響を大きく受けている。この他にも、障害のある人のための教育法
1975 年・全障害児教育法 1997 年改正、発達障害のある人の支援および権利法 1975 年改
正、施設入所者の市民的権利障害のある人、高齢の人の選挙アクセス法 1984 年、航空機
アクセス法、公正住宅法 1988 年等により障害を理由とする差別を禁止してきた (日弁連
2002:56-119) 
また、ADA 法が成立した背景には、自立生活運動の大きな盛り上がりや障害者団体の  
粘り強い差別を許さない運動等があった。「アクセスは公民権だ！！ (Access is our  
civil rights !!)と聴衆から沸き起こる中、障害者が国会の階段をよじ上り訴えたことが、
記録映画「Lives Worth Living」や書物に記録されている (シャピロ 1999:196)。トム・ハー
スキン前上院議員も長い苦難の取り組みがあったことを述べている (2016 年 9 月 27 日  特
別講演 :東京 )。  
ADA 法で初めて障害者も「アメリカ人」として公民権を得たとしている見解もあるが









のある障害者」が対象だと規定している (斎藤 2004:7)。  






し、障害者の要求と企業などとのバランスをとっている (関川 1999:277-285)。  
公民権法の 3 つの法理は ADA 法にも共通しており、関川 (1999:275)によるとその内容
は次の通りである。  
ⓐ異別取り扱い (disparate treatment)の禁止  
障害があることを理由に企業の採用試験に応募できない等がこれに該当する。  

































かった。その後の 1986 年に制定されたリハビリテーション法 508 条において、電子・
情報技術に関する遵守すべき内容をアクセシビリティ・スタンダードとして制定した (加











以上のことから ADA 法による差別禁止事項として「異別取り扱い (disparate 
treatment)の禁止」、「間接的な差別 (disparate impact)の禁止」、「合理的な便宜供与
(reasonable accommodation)を拒否する場合は差別にあたる」との 3 つの柱があり、こ
れは長い間の黒人差別に対する公民権運動の中から生まれてきた法理である。合理的な便
宜供与は、安易な配慮ではなく差別をなくすための相当の努力を必要とする配慮である。
これらは、障害者の「My Rights」を実現するための、具体的な法理であると考える。  
 
(5)2005 年イギリス意思能力法 (Mental Capacity Act 2005=MCA)に於ける意思決定能力  
と知る権利の要素  
まず、イギリス障害者差別禁止法における障害者の位置づけについて概観する。ADA
法成立後 6 年目、1995 年にイギリスの障害者差別禁止法 (Disability Discrimination   
Act=DDA)が成立した。アメリカ ADA 法、は黒人差別、性差別、宗教等の差別禁止運動
や自立生活運動等の中から、いわば My Rights(私の権利 )の主張と、社会との共存の関係
の中で生まれたと考える。しかし、イギリスの DDA 法は、独自の発展の結果生まれた法








正を経て 1995 年全国障害者審議会 (NDC)の設立を規定し、差別是正を大臣に助言させる
仕組みを作った。 1999 年に障害者権利委員会法を制定し、障害者権利委員会 (DRC)に置
き換えている。DDA 法の運用を監視する障害者権利委員会が設けられ活発に活動をし、










次に、2005 年イギリス意思能力法 (Mental Capacity Act 2005=MCA 法 )おける障害者
の位置づけと知る権利の要素について検討する。  
MCA 法は、イギリスの成年後見制度である (菅富 2013:1-7)。この成年後見制度の一般原






ⓓ  能力を欠く人のために、あるいはその人に代わって本法の下でなされる行為又は意  
思決定は、本人の最善の利益のために行わなければならない。  
ⓔ  行為又は意思決定が行われる前に、その目的が本人の権利及び行動の自由に対し








 また、2005 年意思能力法行動指針 (Mental Capacity Act2005 Code of) の第 3 章意思  









































































第 5 条では、平等及び差別の撤廃を目的として合理的な便宜供与が提供されることを  
求めている。この「合理的便宜供与 (reasonable accommodation )」はあくまで、平等や
















英文で確認すると「the exercise of legal capacity respect the rights、  will and 












































































 スウェーデン憲法は、次の 4 つの法律で構成されている。統治法 (Regeringsform) 
王位継承法 (Successionsordning)、出版の自由に関する法律 (Tryckfrihetsförordning)表
現の自由に関する基本法 (Yttrandefrihetsgrundlag)の 4 つである（国会図書館 2012:ホーム
ページ）。もちろん、出版の自由、表現の自由に関する内容はしっかりと規定されているが、
統治法の中にも言論の自由余表現の自由は詳しく規定されている。  
例えば、統治法第 2 章の第 1 条「6 つの意見の自由」では、表現の自由  情報の自由  
集会の自由  示威運動の自由  結社の自由  宗教の自由  が規定されている。  
また、「消極的な意見の自由」として、統治法  第 2 章第 2 条では、すべての人は、公
的機関により、自らの意見を明らかにすることを強制されない。集会、示威運動、結社、
宗教団体に参加することを強制されてはならない、ことが規定されている。第 2 章第 3 条
では、同意なしに、その政治的意見のみを根拠として公的な記録に登録されない、と規定
している。  
身体的自由としては、統治法第 2 章第 4 条で、死刑の禁止が規定されている。第 5 
条では、拷問等の禁止、第 6 条では、身体検査・家宅捜索・盗聴等からの保護、第 7 条
及び第 8 条では国外追放の禁止、国内を移動し、出国する自由等が定められている。  
差別の禁止として、統治法第 2 章第 12 条では、民族的出自、皮膚の色、性的志向を




している。第 1 章第 1 条では、公的機関による事前の妨害なしに出版する自由、出版物に
おいて自らの見解を表明する権利、第 4 条では、出版の自由の濫用に関する判決を下す
際には、裁判官又は陪審員は、出版の自由が社会体制の基礎をなすことに配慮するよう訓
示的な規定 7 を置く。  

















第 13 条では、思春期の発達下にある者又は 18 歳未満の者の猥褻な画像については、
適用されない。  
匿名の権利として、第 1 条では、電波による番組又は技術的記録の創作者は、その身元を











2)スウェーデンの LL 協会及び MTM 機関の役割  
2008 年にスウェーデン LL 協会に視察に行き、2017 年 9 月にはスウェーデンの文化省
及び教育省 (以下は文科省と記す )の下部組織である MTM 機関 (Myndigheten för 
tillgängliga medier＝アクセシブルメディア機関 )の視察を行った。視察先では、スウェー
デンの国の責任のもと行われている知る権利の保障について調査を行った。  
2008 年の調査では、国の第三セクターである LL 協会や図書館を視察した。LL 協会の 5
47 
 
つの事業内容は、①8SIDOR(8 ページ）新聞の発行  ②やさしく読める本の出版ー毎年、
30 冊の LL ブックを出版し、現在 1000 冊出版している  ③やさしく読める本に関する広
報やマーケティング  ④企業・官庁からの受託制作や、研修事業 (官公庁の通知をわかりや




その活動内容は、「文字の本をトーキングブックス、Braille ブックス (点字の本 )、e-text













 2017 年 9 月 7 日に MTM 機関を訪問し懇談を行った。対応いただいた方は、MTM 機





から、MTM 機関の説明の内容である。  
「MTM 機関は文科省の下部組織で、 1980 年から国の施設として文化省と教育省から予








す等している。2015 年 1 月 1 日から LL 協会が傘下に入った。LL 出版から出ている本、8
シードルの新聞、高齢者住宅での音読で代読する教育もしている。サイトは 10 万人が見
ている。音声ブックは聞いて読める。デイジー図書は 10 万刷発行している。8 シードル
は毎週 1 回発行し、月～金曜までネットでも読める。 1968 年以降発行されたものを、
様々な出版社が再出版した。障害のある人に文化を生み出そうと特別選ばれた本が再編集
され、1000 冊以上の本が出版された。LL 出版社は 1987 年にできた。 1980 年代から見
ると幅広い本がある。障害がある人達に文化を高めるために、幅広い本が普通の出版社か
らも発行されてきた。色々な人が自分の要求を満たすために変わってきた。  





なるように作製した。何を作製するかは 3 つの方法があり、内部の提案、MTM ユーザー
から意見を聞く、展示会、学校、現場を良く知っている人等から意見を聴くなどである。
こんな本を作って欲しいとの要望や原稿を送ってくる。MTM がモニタリングをしてい
















ストックフォルム市内 2 か所の本屋では、LL ブックコーナーは大人用と子ども用があ
り、大人用は約 30 か国の言葉で書かれた、スウェーデン語を学習できるテキストや、名







4 考察  
 各種の差別禁止法の内容を見ると、世界人権宣言、国際人権規約 [B 規約 ]の法律の対象
者は、「Everyone has the right」と「すべての人」を規定しており、当然障害者も含ま
れる概念で作られている。この規定と同様に日本国憲法も「すべて国民は」と対象者に障














 次に障害者権利条約に反映された法理を見ると、世界人権宣言から後のアメリカの人種  
差別撤廃と公民権運動、障害者の自立生活運動など人権保障の取り組み等の経緯の中から  
生まれたこの権利条約には、「My Rights」を求め差別と闘ってきた人類の歴史と英知  
が込められている。公民権法及び ADA 法の、①異別取り扱い (disparate treatment) 



























文章と視覚的な情報提供を合わせて行い、知る権利を保障しなければならないと考える。   
合理的便宜供与の法理は、日本でどのように具体化され定着をしていくのかたゆまぬ努
力が必要だと考える。  





















































(disparate treatment)の禁止」、「間接的な差別 (disparate impact)の禁止」とともに、





















る。d. 余暇時間の充実や知的好奇心を満たし生活が豊かになる e. 自分らしさなどのアイ




































a. だれでも能力が無いと規定されない限り能力があり意思決定能力がある。  





 d.当事者の意思や選好をそのまま尊重する。  
 e.当事者の選好がたとえ不適切であっても一定期間行ってみる。  




























第Ⅳ章  「わかりやすい文章作成のガイドライン」を使用した LL 版「生活保護のしおり」
の効果と意義の検証  
1 調査について  
(1)調査の目的  











 1)調査 1 
A 市の生活と健康を守る会の活動や相談に参加している高齢者 2 名、寡婦 1 名、B 市






  C 市の多文化共生社会をめざして運営をしている識字教室において集団でのアンケー  
ト調査を行った。対象者の詳細は以下の通りである。  






(学術発第 177 号  平成 27 年 12 月 15 日 ) 





6 名  
57 
 
(4)調査時期  2015 年 12 月 15 日～2016 年 3 月 31 日  
 
(5)調査方法   
 1)調査 1 の方法  
  各事業所に出向き 1 対 1 で面接を行った。担当者が立ち会う場合もあった。   





識や内容を聞く。質問を行い調査者が 5 項目の評価をつける。  
c.LL 版「生活保護のしおり」を説明する。  
d.説明終了後、項目に沿って質問する。調査者が被調査者の言動や表情なども含め観察
し記述し、5 項目の変化について調査用紙に記入する。  
 
2)調査 2 の方法  





c.パワーポイントと LL 版「生活保護のしおり」を見ながら、生活保護制度の内容の説明  
 を行う。  




1)調査 1 の質問内容  
















2)調査 2 の質問内容  



















調査用紙 1) LL 版「生活保護のしおり」に関する質問紙控え用紙  
 項目  記入内容  
Ⅰ  ケース  療育手帳 A  B1  B2    
精神手帳          
身障手帳    級      
疾病   




















①制度の理解度 (１・２・３・４・５ )  
②制度の利用への意識  
(１・２・３・４・５ ) 


















 5(良い )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることを理解できてい  
る。その他、不足分の補てんであることの理解、自分で申請に行くこ  
と等の理解がある。  
 4(やや良い )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることを理解でき  
ている様子。もしくは、その他仕組みが概ね理解できている。  
 3(ふつう )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることを概ね理解で  
きている様子。  
 2(やや悪い )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることを説明して  
もあまり理解をしていない様子。制度利用の拒否とは区別する。  
 1(悪い )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることは理解できていな







 5(高い )－生活保護を受給することに抵抗感がなく、積極的に申請したいと考え  
ている。  
 4(やや高い )－生活保護を受給することに抵抗感がなく、申請をしても良いと考  
えている。  
 3(ふつう )－生活保護を受給するために申請をすることに同意している。すでに  
申請し受給している。  
 2(やや低い )－生活保護の申請にはやや消極的である。  




 5(まったくない )－困窮した原因は自分にあると全く思っていない。  
 4(あまりない )－困窮した原因は自分にあるとほとんど思っていない。  
3(ふつう )－困窮した原因について自分を責める気持ちはふつう程度。  





④スティグマ (不名誉さ・恥ずかしさ・偏見など負の烙印を感じているか )に関する  
こと  
 5(まったくない )－スティグマを感じていない。  
 4(あまりない )－スティグマをほとんど感じていない。  
3(ふつう )－スティグマはふつう程度。  
 2(ややある )－スティグマを比較的感じている。  





 5(色々な意見が持てる )－社会に対する怒りや要求、意見をしっかりと持っている。 
 4(多少意見は持っている )－社会に対する怒りや要求、意見は多少持っている。  
3(ふつう )－社会に対する怒りや要求はふつう程度。  
 2(意見はあまりない )－社会に対する怒りや要求、意見はあまりない。  
 1(意見がもてない・ない )－社会に対する怒りや要求、意見は全くない。  
Ⅲ  説明中  LL 版生活保護のしおりでの説明中の様子・発言など  




①制度は理解できたか   
(１・２・３・４・５ ) 
②受給に関する意思決定ができたか  



















 5(良い )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることを理解できた。  
その他、不足分の補てんであることの理解、自分で申請に行くこと等  
の理解ができた。  
 4(やや良い )－日本国憲法に定められた権利に基づく制度であることを概ね理解  
できている様子。もしくは、その他仕組みが概ね理解できた。  












 4(やや高い )－生活保護を受給することに抵抗感がなく、申請をしても良いと考  
えている。受給もまあ良いと思った。  
 3(ふつう )－生活保護を受給するために申請をすることに同意している。すでに  
申請し受給。  
 2(やや低い )－生活保護の申請にはやや消極的である。受給はしているが消極的。  





 5(まったくない )－困窮した原因は自分にあると全く思っていない。  
 4(あまりない )－困窮した原因は自分にあるとほとんど思っていない。  
3(ふつう )－困窮した原因について自分を責める気持ちはふつう程度。  
 2(ややある )－自分が悪いと少し自分を責めている。困窮した原因について、自  
分の行為の何かを話した。  





 5(まったくない )－スティグマを感じていない。  
 4(あまりない )－スティグマをほとんど感じていない。  
3(ふつう )－スティグマはふつう程度。  


















 1(非常にある )－スティグマを大変感じている。  
⑤社会に関すること  
 5(色々な意見が持てる )－社会に対する怒りや要求、意見をしっかりと持てた。  
 4(多少意見は持っている )－社会に対する怒りや要求、意見は多少持てた。  
3(ふつう )－社会に対する怒りや要求はふつう程度。  
 2(意見はあまりない )－社会に対する怒りや要求、意見はあまりない。  
 1(意見がもてない・ない )－社会に対する怒りや要求、意見は全くない。  
 
Ⅴ  担 当 者
の感想  
 
説明後の担当者の感想を記入してください (意思決定に関する変化・理解度の変化等  



























    男      女  



























   ①しっている      ②しらない   






[     ] 














   １(まったくしらない ) 
    生存権の保障であることや、申請に自分で行かなければならないこと等、まっ
たくしらない。  
   ２(あまりしらない ) 
    制度の内容は、あまりしらない。  
   ３(ふつう ) 
    制度は、なまえや、困窮した時に利用する制度であることは知っている。   
４(だいたいしっている ) 
    制度のなかみをだいたい知っている。  






















 生活保護の利用に強い抵抗感がある。  
２(できればりようしたくない。) 
 生活保護の利用はできればしたくない。  
３(ふつう。 ) 
 生活保護の利用に同意する。同意している。  
４(りようしてみてもよい。 ) 


















   １(すごくある ) 




















ま い な す
のイメージ
い め ー じ
はありますか？  
   １(すごくある ) 










































 １(まったくわからない ) 
  生存権の保障であることや、申請に自分で行かなければならないこと等、まったくわ  
からない。  
 ２(あまりわからない ) 
  制度の内容は、あまりわからない。  
 ３(ふつう ) 
  制度は、なまえや、困窮した時に利用する制度であることはわかった。  
 ４(だいたいわかった ) 
  制度のなかみをだいたいわかった。  







































































 １(すごくある ) 






















ま い な す
のイメージ
い め ー じ
はかわりましたか？  
 １(すごくある ) 











































































 1)調査 1 の分析方法  
  質的データ調査の手法を活用し、聞き取りを充分行い、コード・マトリックスの手法
で (佐藤 2015:59-184)分析する。当事者が話される言葉や様子を細かく記述し、5 項目に
ついて評価可能な内容があればピックアップし項目ごとに記録する。  
また、絵記号を使用した「生活保護のしおり」説明前と、説明後ではどのような変化













「生活保護のしおり」で使用した絵記号は、2005 年に発表された日本工業規格 JIS 
T 0103:2005(コミュニケーション支援用  絵記号デザイン原則 )で例示している一部
の絵記号を転載している。また、この JIS 作図原則に則りこのしおりのために作製し
た絵記号も使用している。  











3)「わかりやすい文章作成のためのガイドライン」 (小林 2016p．35)を使用  
  「わかりやすい文章作成のためのガイドライン」を使用し、JIS 絵記号及びこの「生
活保護のしおり」のために作製した絵記号を使用して「生活保護のしおり」を作製し













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































監修・文  小林美津江  
デザイン・シンボル  近澤麻衣  






2 調査 1 の結果  
(1)調査結果  
個人との面談 (日本人の障害者、高齢者、寡婦その他 )内容は次の通りである。  
生活保護受給前のケース  




調査のポイント  説明前  説明後  
制度の理解  評価  1(悪い ) 
「お金が無くなると怖い。」と
考えている。  










































































































評価  1(ふつう ) 
特にない。  
 
































ケース   2    男性  70 歳    疾病  腰痛  


































評価  3(ふつう ) 

































評価  1(非常にある ) 
「生活保護を受けるのはとて
も嫌。」との発言有  
評価  2(ややある ) 
権利であるとの説明を受けて「学校







評価  1(ない ) 
「社会に対しては何も考えは
ない。」「ただ自分が悪いだけ。」 









































ケース  3  女性  65 歳  身障手帳  4 級  
生活状況など  
生活保護受給は数年前にした。母の介護をしていたが怪我をしたので特養に入所させた。子
ども 2 人に年金 (各 65000 円 )がある。ヘルパー2 級を持っているが働いてはいない。足が悪
く手術歴がある。国民年金 36000 円を受給している。  




































評価  5(ふつう ) 
自責の念はないと言う。  






















































ケース   4   男性  88 歳   手術などの既往歴あり  高血圧  
生活状況など  
建築業を 75 歳までした。70 過ぎると工務店に入れない。ゼネコンは 65 歳から入れない。
70 歳からは仕事を探しながら働いた。工務店も沢山つぶれた。妻との備蓄で暮らしていたが
79 歳で他界された。85 歳まで備蓄で暮らしたが 3 年前に生活保護を受給した。  





評価  3(ふつう ) 
「制度は理解している。生活に
必要な費用が出る制度。」  










評価  3(ふつう ) 
既に生活保護を受給している。  













評価  5(まったくない ) 
スティグマは感じていない。 
評価  5(まったくない ) 
同左  










































ケース  5   女性  53 歳    療育手帳  B   障害基礎年金   
生活状況など    
両親は生活保護受給中で同居していたが、この度、1 人暮らしを始めるのに生活保護を申請
し決定が出たところである。18 歳から 50 歳まで、障害者雇用だが一般就労していた。目が悪
くなって細かい仕事ができないことと、人間関係が難しくなり仕事を辞めた。その貯蓄があっ
たが、1 年半で貯金がなくなった。両親との生活で使ってしまった。最近一人暮らしを始めた
ので最近、生活保護の申請に行った。今は、2 年間の予定で就労移行訓練に行っている。  










































評価  5(まったくない ) 
なし  
評価  5(まったくない ) 
同左  
社会に対する考え方  評価  1(意見が持てない )  
特にない  
































ケース   6   女性  80 歳   








評価  1(悪い )  
何も知らない。  
 





評価  1(低い ) 
わからない。  





評価  1(まったくない ) 
ない。  
 




評価  1(まったくない ) 
ない。  
 
評価  1(まったくない ) 
同左  
社会に対する考え方  評価  1(意見が持てない )  
ない  








































































































































































































































































































































ケース  1   年齢  24 歳    性別  男    
どこの国から来たか  韓国     日本に住んで何年か  1 か月  




①知っている     知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価１ (まったく知らない ) 評価４ (だいたいわかった ) 
制度の利用への意識  評価２ (できれば利用したくない ) 評価３ (ふつう ) 
自責の念に関すること  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 
スティグマに関すること  評価５ (まったくない ) 評価５ (まったくない ) 







ケース 2    年齢  38 歳    性別  男  
どこの国から来たか  フィリピン     日本に住んで何年か  15 年  




①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価２ (あまり知らない ) 評価４ (だいたいわかった ) 
制度の利用への意識  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 
自責の念に関すること  評価３ (ふつう ) 評価４ (あまりない ) 
スティグマに関すること  評価５ (まったくない ) 評価３ (ふつう ) 
社会に関する考え方の変化  評価１ (ない ) 評価２ (あまりない ) 
114 
 
その他  なし  
 
ケース 3    年齢  38 歳    性別  女  
どこの国から来たか  タイ    日本に住んで何年か  11 年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価２ (あまり知らない ) 評価 ４ ( だ いた い わ かっ
た )  
制度の利用への意識  評価２ (できれば利用したくない ) 評価４ (利用してもよい ) 
自責の念に関すること  評価３ (ふつう ) 評価４ (あまりない ) 
スティグマに関すること  評価２ (わりとある ) 評価３ (ふつう ) 





ケース 4    年齢  55 歳    性別  男  
どこの国から来たか  韓国    日本に住んで何年か  10 年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価５ (よく知っている ) 評価５ (よくわかった ) 
制度の利用への意識  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 
自責の念に関すること  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 
スティグマに関すること  評価３ (ふつう ) 評価４ (あまりない ) 







ケース 5    年齢  50 歳台    性別  女  
どこの国から来たか  韓国    日本に住んで何年か  30 年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価２ (あまり知らない ) 評価３ (ふつう ) 
制度の利用への意識  評価２ (できれば利用したくない ) 評価３ (ふつう ) 
自責の念に関すること  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 
スティグマに関すること  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 





ケース 6    年齢  64 歳    性別  女  
どこの国から来たか  中国    日本に住んで何年か  19 年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価５ (よく知っている ) 評価５ (よくわかった ) 
制度の利用への意識  評価５ (すすんで利用する ) 評価５ (すすんで利用する ) 
自責の念に関すること  評価４ (あまりない ) 評価４ (あまりない ) 
スティグマに関すること  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 







ケース７    年齢  76 歳    性別  女  
どこの国から来たか  韓国    日本に住んで何年か  34 年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価 1(まったく知らない ) 評価５ (よくわかった ) 
制度の利用への意識  評価５ (すすんで利用する ) 評価５ (すすんで利用する ) 
自責の念に関すること  評価２ (わりとある ) 評価３ (ふつう ) 
スティグマに関すること  評価１ (すごくある ) 評価４ (あまりない ) 





ケース 8    年齢  22 歳    性別  女  
どこの国から来たか  日本    日本に住んで何年か  22 年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
 
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価３ (ふつう ) 評価３ (ふつう ) 




自責の念に関すること  評価  回答無し  
「 受 け て み な い と わ か ら な
い」  





スティグマに関すること  評価１ (すごくある ) 評価１ (すごくある ) 
社会に関する考え方の変化  評価  ３ (ふつう ) 
「いつまで続けられるのか心
配しています。」  





ケース 10   年齢  61 歳    性別  男  
どこの国から来たか  日本    日本に住んで何年か    年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価３ (ふつう ) 評価４ (だいたいわかった ) 




自責の念に関すること  評価２ (わりとある ) 評価２ (わりとある ) 
スティグマに関すること  評価２ (わりとある ) 評価２ (わりとある ) 





ケース 11   年齢  61 歳    性別  女  
どこの国から来たか  日本    日本に住んで何年か    年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
118 
 
制度の内容の理解  評価５ (よく知っている ) 評価５ (よくわかった ) 
制度の利用への意識  評価３ (利用してよい ) 評価４ (利用してもよい ) 
自責の念に関すること  評価３ (ふつう ) 評価４ (あまりない ) 
スティグマに関すること  評価３ (ふつう ) 評価４ (あまりない ) 





ケース 12   年齢  73 歳    性別  男  
どこの国から来たか  日本    日本に住んで何年か    年  
調査内容   
生活保護は外国人も受けるこ
とができるのを知っているか  
①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価５ (よく知っている ) 評価５ (よくわかった ) 
制度の利用への意識  評価３ (ふつう ) 
「やむをえないばあい」  
評価３ (ふつう ) 
自責の念に関すること  評価２ (わりとある ) 評価３ (ふつう ) 
スティグマに関すること  評価２ (わりとある ) 評価３ (ふつう ) 







ケース 13   年齢  64 歳 (学習支援者 )   性別  男  
どこの国から来たか  日本    日本に住んで何年か  年  





①知っている     ②知らない  
調査内容  説明前  説明後  
制度の内容の理解  評価４ (だいたい知っている ) 評価４ (だいたいわかった ) 
制度の利用への意識  評価３ (利用してよい ) 評価４ (利用してもよい ) 
自責の念に関すること  評価４ (あまりない ) 評価４ (あまりない ) 
スティグマに関すること  評価４ (あまりない ) 評価４ (あまりない ) 

















































































































































































































































































































































































































































































































































7 人中 3 名の人が知らなかった。 1 名の人は日本に来てまだ 1 か月しか経過していなか
ったが、後の 2 名は 11 年と 30 年間日本に住んでおられる方だった。日本人では 6 人中
2 名の人 (22 歳と 70 歳 )が知らないと答えた。6 名の中には制度に詳しい方も含まれる
が、識字教室に通っている日本人も含まれている。合計 13 名中 5 名の人が知らないと
の回答であり 38％を占めた。  
外国人の生活保護の受給について、世界人権宣言の発布や国際人権宣言の批准の中、











  外国人では 7 人中 5 人が、制度の理解度が向上した。後の 2 名は説明前より 5 の値で
「よくしっている」を選択しており変化がなかった。調査対象者には既に生活保護を受
給している人が含まれていることが関係しているとも考えられるが詳細は不明である。  
日本人では 6 名中 2 名の理解が進んだ。後の 2 名の人はもともと 5 の「よくしってい
る」と回答しており変化がなかった。他の 2 名も 3 の「ふつう」か「だいたいしってい
る」を記しており、もともと理解が高い人達だった。  
13 人の中には、生活保護を受給している方たちも含まれている。また、日本人には識  
字障害の人や学習支援者も含まれている。総合計で 13 名中 7 名の人、54％の人の理解
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が進んだと回答している。もともと 5 の値を示す人 4 名を引いて計算すると理解が進んだ








 説明を聞いて制度を利用しようとする意識が向上したのは、外国人では 7 人中 4 名であ
った。変化のない 1 名は調査前も調査後も 3 の値の「りようしてよい」を示している。も
ともと 5 の値を示している人 2 名を引くと、全ての人が利用することに同意する結果とな
った。数値が変化した内容は、 1 の値の「りようしたくない」や 2 の「あまりりようした
くない」を示していた人が、3 の「りようしてよい」や 4 の値の「りようしてみてもよい」
へと変化し、中央値以下だった人が中央値以上に変化した。これらのことから、制度の内
容を知ることによって、より積極的に意思決定ができたと言える。  
 日本人についてみると、6 名中 2 名の人が 3 の「りようしてよい」から 4 の「りようし
てみてもよい」に変化した。もともと 3 の「りようしてよい」を示す人は変化がなかった。
3 の中央値以上を示す人は合計 3 名で、残りの 3 名は 2 の「できればりようしたくない」
を記した。この結果は、生活保護制度の持つマイナスイメージに大きく影響を受け「権利
であること」等の理解よりスティグマの人が大きく作用している側面もあると感じた。  




 外国人は 7 人中 3 人が自責の念が改善している。改善した中で 2 の自責の念が「わりと
ある」から 3 の「ふつう」に変化した人は 1 名で後の 2 名は、3 から 4 の「あまりない」
への変化だった。4 名の人はもともと自責の念は「ふつう」もしくは「あまりない」と答
えており変化がない。総じて、もともと中央値以上にある人がほとんどであった。  
 日本人では、自責の念が改善した人は 6 名中 3 名だった。2 から 3 への変化の人が 1 名、
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3 から 4 への変化が 2 名だった。  
中央値以上に改善した人は 2 名から 3 名に増え中央値以上を示す人は 3 名だった。変化
のない人は 2 名だった。 1 名のみ回答がなく、設問の意味が理解できなかったかもしれな
いが詳細は不明である。2 名の人は中央値以下のままであり、日本人の自責の念が外国人
と比較し強い傾向がうかがえた。  




 外国人はスティグマが改善した人が 7 名中 3 名だった。この中には 2 から 3 への変化、
1 から 4 への変化の人が含まれ、制度を知ることによりスティグマが改善されている事が
分かる。もともとスティグマが無いと 5 を示す人は 1 名、スティグマはふつうと答えた人
は 2 名で合計 3 名の人は、説明後も変化しなかった。1 名の人がスティグマ 5 から 3 に低
下したが原因は不明である。結果として、スティグマが 1、2 の人はいなくなりすべて中央
値の 3 以上となった。  
 日本人では、改善した人は 2 名、変化なしは 4 名だった。説明後もスティグマの項目が






など考えたことが持てたと答えた人は 7 名中 4 名だった。中央値以上の意見を持っている
人は 6 人だった。説明後の未記入者が 1 名おられた。この項目の意味が良く分からない様
子もうかがえた。  
日本人では、改善された人はいなかった。もともと 5 の数値を示す人は 1 名、3 の人が
2 名、2 の人が 2 名で変化がなかった。残り 2 名の人が 5 から 3、4 から 3 に逆に意見が
減った。これは、話を聞く中で理解した結果のようであるが意図は不明である。総じて、
日本人は 3 以上の意見を持つ人は 6 名中 4 名だった。  
合計 13 名の人から 5 をもともと示す人 1 名を引いた社会に対する意見が持てた人の割
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合は 33％と低いが説明により増えていた。  




4 アンケート調査についての考察  
(1)全体のまとめ  
 調査 1 の 6 ケース、調査 2 の 13 ケース、合計 19 ケースに関して 5 項目ごとに説明前と
説明後の数値の総合計を出した。また、19 で除し 5 段階の評価の平均値を求めた。平均値
5 点満点とした時の値である。  
また、説明前から説明後の数値の上昇率を出すために、説明後の数値から説明前の数値
を引き、説明前の数値で除法を行うと上昇率が得られた。結果は下記の表の通りである。  
 1 制度の理解  2 制度利用の意識  3 自責の念  4 スティグマ  5 社会に対する意見  
説明前  54 52 51 53 49 
平均値  2.8 2.7 2.7 2.8 2.6 
説明後  80 65 60 60 54 
説明後  4.2 3.4 3.2 3.2 2.8 



























(2)LL 版「生活保護のしおり」の有効性について  
  調査結果から、LL 版「生活保護のしおり」は理解しやすいものであることが示された。
LL 版「生活保護のしおり」は、「わかりやすい情報提供のガイドライン」 (小林 2016:35)
を使用し、A 市の「生活保護のしおり」をわかりやすい言葉に書き直したものである。






2014 年 6 月 19 日に日弁連が出した「生活保護の捕捉率を高め、憲法第 25 条による
生存権保障を実質化するための国の施策に関する意見書」(日弁連 2014:ホームページ )では、
生活保護の捕捉率の低さを問題にしている。生活保護の捕捉率は「利用資格のある人の
うち現に利用している人の割合」 (生活保護問題対策全国会議 2012:4)であるが、  
欧米では少なくとも捕捉率は 50％以上であると言われている。厚生労働省が 2010 年 4
月に推計した低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合は 32.1％である。しかし、各研  
究によれば 16％～20％前後である (生活保護問題対策全国会議 2012:4、日弁連 2014:ホームペ
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ージ )。  
保護率は人口に対する保護率であるが、大阪府社会保障推進協議会の調査データによれ
ば、2016 年 5 月の府下全体の保護率 (世帯数 )では、5.66％、保護率 (利用者数 )では、3.48％
である。2016 年 3 月の保護率 3.40％と比較すると 0.08％低下している。利用率の低下は
最近の全国的な傾向であり、数字は府下の市町村担当課が回答した調査結果である (大阪社











護課で社会福祉士を配置していない市は 11 市、未記入が 1 市、回答無しが 1 市となってい
る。社会福祉士を配置している所の平均勤続年数は 2.6 年である。また、正規職員率が 0％
のところは 1 市、未記入が 1 市、回答無しが 1 市となっている。  






















祉給付制度適正化条例 (2013 年 4 月施行 )では、生活保護、児童扶養手当等の受給者に対し、
『給付された金銭を、パチンコ、競輪、競馬、その他の遊戯、賭博等に費消し、その後の
生活の維持、安定を図ることができなくなるような事態を招いてはならない。』と規定して









が収められない人がいる時は連帯責任で「年貢を納める」村組織を連想する (児玉 2006)。  
また、不正受給者を通報するホットラインを、府下で 7 か所 (守口市・門真市・大東市・
寝屋川市・枚方市・東大阪市・松原市 )設置しており (大阪社保協 2016 資料 )、他府県でも、京
都府八幡市、さいたま市、福岡市、北海道函館市等の自治体が、生活保護の不正受給に関


































情報が得られる b. 社会保障サービや法的行為に関する意思決定ができる  c. 日常生活に
おいて自己選択し、自己決定ができる  d. 余暇時間の充実や知的好奇心を満たし生活が豊
かになる  e. 自分らしさなどのアイディンティティを持つことができる f. 人としての尊
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 知る権利の内容については、すでに第 3 章で上げている。そのため、ここでは特に、




















各種手帳の手続き   
精神病院への入退院の同意    
福祉サービスの利用開始、終結     
サラ金からの借入・返済     
携帯電話の利用契約などの購入や契約・クーリングオフ  




































1 知る権利の構成要素とその保障制度  


































b. 必要な情報が充分あること  
c. 必要な情報を入手しやすいこと  
d. 情報を利用しやすいこと  
e. 意見を表明できること  
f. 表現の自由が認められていること  
g. 言論の自由が認められていること  
h. 非差別、平等に知る権利が保障されていること  


















 a. 災害時を始め、生存に必要な情報が得られる。  
b. 社会保障サービや法的行為に関する意思決定ができる。  
c. 日常生活において自己選択し、自己決定ができる。  
d. 余暇時間の充実や知的好奇心を満たし生活が豊かになる  
e. 自分らしさなどのアイディンティティを持つことができる  
f. 人としての尊厳が守られ自立 (自律 )につながる。  
g. 社会に対し意見や要求を持ち社会参加が進む。  
 
(3)知る権利の対象者  








知る権利の対象者はすべての人である。その中には、下記の 7 つの分野の人も含まれる  
a. 知的障害者   
b. 自閉スペクトラム症   
c. 精神障害者  
d. 高齢のために読解機能が低下している人   
e. 日本語が堪能でない外国人   
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f. 日本語の読み書きが苦手な人  

















a. 国の機関や地方自治体、事業体の情報  
b. 災害時など緊急時の情報  
c. 新聞、ラジオ、テレビ、有線 TV、インターネット  
d. 教科書  

















わかりやすい情報提供ガイドラインに基づく文章  平易な言葉  絵記号  イラスト   
写真文字  要約筆記  補助的及び代替物  
マルチメディアデイジー  iPad コンピューター  音声  朗読代理  情報通信機器の使
用  








a. だれでも能力が無いと規定されない限り能力があり意思決定能力がある。  

























d. わかりやすい文芸等に関する出版物を作製し対象者に無料配布する。  
e. 対象者からのわかりやすい出版物の作製の要請に応じて必要なものを作製する。  
f. わかりやすい新聞を発行し無料配布する。  
g. インターネットのウエブサイトでわかりやすい文芸や新聞が読めるようにする。  
h. 知的障害者、自閉スペクトラム症などの特性に応じた要約筆記者の研修及び養成と派遣  
i. マルチメディアデイジー教科書、点字教科書等を作製し必要な人に提供する。  
g. 国、地方公共団体、学校教育、図書館等が積極的に文化や情報を手に入れ利用できるよ
う知らせ読書を進める。  
k. 図書館に LL ブックコーナーを設置する  
l. 必要な人すべてに代読サービスを行う。本の面白さを普及する。  
m. ピクトグラムや写真、イラスト等をはじめとしたわかりやすい情報提供を推進する  
n. コミュニケーション支援者に関する研修及び養成と派遣  







































補遺   
政策の提言  













































 障害者権利条約の中には、世界人権宣言、国際人権規約 [B 規約 ]、日本国憲法、アメ






































































b. 必要な情報が充分あること  




































d. 情報を利用しやすいこと  
e. 意見を表明できること  
f. 表現の自由が認められていること  
g. 言論の自由が充分認められていること  
g. 非差別、平等に知る権利が保障されていること  

















 a. 災害時を始め、生存に必要な情報が得られる。  
b. 社会保障サービや法的行為に関する意思決定ができる。  
c. 日常生活において自己選択し、自己決定ができる。  
d. 余暇時間の充実や知的好奇心を満たし生活が豊かになる  


































f. 人としての尊厳が守られ自立 (自律 )につながる。  
g. 社会に対し意見や要求を持ち社会参加が進む。  
 
【知る権利の対象者】  










a. 知的障害者   
b. 自閉スペクトラム症   
c. 精神障害者  
d. 高齢のために読解機能が低下している人   
e. 日本語が堪能でない外国人   
f. 日本語の読み書きが苦手な人  




















































a. 国の機関や地方自治体、事業体の情報  
b. 災害時など緊急時の情報  
c. 新聞、ラジオ、テレビ、有線 TV、インターネット  
d. 教科書  


















































わかりやすい情報提供ガイドラインに基づく文章  平易な言葉  絵記号  イラス  
ト  写真文字  要約筆記  補助的及び代替物  
マルチメディアデイジー  iPad コンピューター   
音声  朗読代理  情報通信機器の使用  








a. だれでも能力が無いと規定されない限り能力があり意思決定能力がある。  
b. 意思が決定ができるための、わかりやすい方法（平易な言葉、絵記号、写  
真、イラスト、ビデオ、実物、見学等）も含めて支援を行う。また、家  
族、支援者、通訳、言語療法士、代弁人等の活用を行う。  
  c. わかりやすい情報提供で当事者の希望や意思、選好が表出できるよう十分  
な対話を行う。  
  d.当事者の意思や選好をそのまま尊重する。  
  e.当事者の選好がたとえ不適切であっても一定期間行ってみる。  



















































d. わかりやすい文芸等に関する出版物を作製し対象者に無料配布する。  
e. 対象者からのわかりやすい出版物の作製の要請に応じて必要なものを作製する。  
f. わかりやすい新聞を発行し無料配布する。  
g. インターネットのウエブサイトでわかりやすい文芸や新聞が読めるようにする。  
h. 知的障害者、自閉スペクトラム症などの特性に応じた要約筆記者の研修及び養成
と派遣  
i. マルチメディアデイジー教科書、点字教科書等を作製し必要な人に提供する。  
j. 国、地方公共団体、学校教育、図書館等が積極的に文化や情報を手に入れ利用でき
るよう知らせ読書を進める。  
k. 図書館に LL ブックコーナーを設置する  
l. 必要な人すべてに代読サービスを行う。本の面白さを普及する。  
m. ピクトグラムや写真、イラスト等をはじめとしたわかりやすい情報提供を推進す
る  
n. コミュニケーション支援者に関する研修及び養成と派遣  











(2)提案者は、2014 年に障害者、高齢者、外国人等 100 名を対象に調査をした結果から、
「わかりやすい文章作成のためのガイドライン」を作製している。このガイドラインを、
市役所の中での文章を作成する時に活用されたい。  









各種手帳の手続き   
精神病院への入退院の同意    
福祉サービスの利用開始、終結     
サラ金からの借入・返済     
携帯電話の利用契約などの購入や契約・クーリングオフ  
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